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1．問題
児童期（小学校6年間）において，学力の形成は
発達的にも教育的にも重要な課題である．そして，
学力の形成を促すには，その規定要因を明らかに
することが先決である．学力の規定要因は多様で
あるが，それらを整理する枠組みは，多くの研究
（例えば，藤井，1965；速水・長谷川，1979；石
隈，1999など）においてほぼ共通している。まず，
個人内要因と環境的要因に大別され，個人内要因
は，知的側面（知能など），人格・態度的側面（性
格，動機づけなど），行動的側面（学習習慣，学
習方略など）に分けられる。環境的要因も，家庭，
学校，地域といった側面に分けられる。
このうち，古くから検討されてきたのが知能で
ある．しかしながら，子どもの発達に接近する上
で近年重視されている縦断的研究に限ると，本邦
における研究数はそれほど多くない．これまで，
児童期の知能については，縦断的研究によって次
のような発達的特徴が報告されている．
一つは，知能の動揺性である（八野，1981）．
知能は恒常性が仮定されていたが，縦断的研究に
よって学年によって変動することが示唆されてい
る．例えば，中島（1968）は，私立小学校の児童
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104名の，小学校1年～中学3年までの，9年間にわ
たる団体式知能検査（田中 B 式）の結果を比較し
た．その結果，小学校3年までは上昇し，4，5年
でほぼ同一または少し下降し，以後再び上昇した．
もう一つは，知能と学力の間の関連性である．
清水（1978）は，それまでの研究を概観し，知能
と学力の相関をおおむね0.6前後と見積もった．
しかしながら，そうした相関は，小学校6年間で
変化することも示されている．古くは，中島（1966）
が，小学校6年間の集団式の知能検査と標準学力
検査の相関を追跡した結果，算数では，1年．43，
2年．25，3年．26，4年．60，5年．79，6年．68，
国 語 で は，1年．26，2年．35，3年．20，4年．
36，5年．52，6年．44であり，両科目とも高学年
の方が低学年よりも強い相関であった．
さらに，丹藤（1989，1992）による青森県の公
立小学校（僻地指定）の児童を対象にした一連の
縦断的研究では，小学2年～ 6年までの5年間に標
準学力検査とともに，知能検査（教研式学年別診
断的知能検査）も実施された．国語，算数の成績と，
知能の相関を求めると，各学年ともに0.6前後で，
学年とともに高くなる傾向にあったが，前学年の
教育情報学研究　第16号（2017）
Educational Informatics Research, 2017, No.16, 61-68
－ 61 －
成績の影響を一定にしたときの成績と知能との偏
相関は0.1 ～ 0.3程度に低下した．一方，知能の影
響を一定にしたときの隣接学年間の成績の偏相関
は0.6前後であった．このことから，ある学年の
学業成績には知能よりも前の学年の成績の影響が
大きいことが示唆された．
また，松崎（2009）は，ある公立小学校の児童
59名の，2年，4年，5年に実施された知能検査（教
研式新学年別知能検査サポート）と，2年，3年，
5年に実施された標準学力検査（教研式学力診断
検査 NRT）の結果を分析した．その結果，知能偏
差値は学年が進むにつれ有意に上昇したが，重回
帰分析によれば，4年時の知能偏差値には2年時
の知能偏差値と3年時の学力偏差値（国語，算数，
社会，理科の平均）が，また，5年時の知能偏差
値には4年時の知能偏差値と3年時の学力偏差値が
有意な正の影響を及ぼした．このことから，知能
偏差値の上昇には，それ以前の知能偏差値ととも
に，学力偏差値からの影響があることが示唆され
た．
以上の研究は，古いものでは約50年も経過して
おり，報告された知見が現在の児童にも妥当かど
うかについては再考の余地がある．そこで，本研
究では，研究協力校において毎年実施されている
知能検査と標準学力検査に関する最近の縦断デー
タを用いて，知能の動揺性及び学力との関連性に
ついて検討することを目的とする．
2．方法
2.1　分析対象　
研究協力校は，首都圏に位置する私立大学の附
属小学校である．同校では，毎年，全学年の児童
を対象に知能検査（後述）と標準学力検査（後述）
を実施している．分析対象は，平成 X 年度～平
成 X+4年度入学の児童のうち，6年間の知能検査
及び標準学力検査に欠損値のない者194名（男子
88名，女子106名）であった．
2.2　知能の尺度　
研究協力校が毎年4月に実施してきた「教研式
新学年別知能検査サポート」（図書文化）の全国
基準による知能偏差値（平均50，標準偏差10）を
利用した．この知能検査では，認知，記憶，拡散
思考，集中思考，評価からなる下位尺度が設定さ
れているが，合計点のみ，知能偏差値として算出
される．したがって，本稿でいう知能とは，集団
式知能検査によって測定された全体的な知能水準
のことである．
なお，本検査は出版社によって適宜改訂される
が，本研究の対象者が検査を受けた期間中に改訂
は行われなかった．また，学年ごとに入学年度を
要因にして分散分析を行った結果，いずれの学年
においても入学年度による有意差は認められな
かった．以上から，入学年度を込みにして分析を
進めることとした．
2.3　学力の尺度　
研究協力校が毎年2月に実施してきた「教研式
標準学力検査 NRT」（図書文化）の国語と算数の
全国基準による偏差値（平均50，標準偏差10）を
利用した．
なお，本検査は，学習指導要領の改訂や移行措
置に応じて，出版社によって改訂される．本研究
の対象者が検査を受けた期間は，付録1に示した
通り，算数では1年生用が2回，2年生用と3年生用
が1回，国語では1年生用と2年生用が1回改訂され
ている．このように，1 ～ 3年時においては入学
年度によって受けた検査のバージョンが一貫して
いない．しかしながら，知能検査と同様に，学年
ごとに入学年度を要因にして分散分析を行ったと
ころ，いずれの学年においても入学年度による有
意差は認められなかった．すなわち，特定の検査
のバージョンによって偏差値が著しく異なること
はなかった．以上から入学年度を込みにして分析
を進めることとした．
2.4　倫理的配慮
知能検査及び標準学力検査のデータの利用にあ
たっては，事前に学校長から保護者に文書にて研
究内容の説明と協力依頼を行い，保護者からの反
対意見が無い事を確認した．その上で，研究実施
時に第1著者の所属先であった聖徳大学において，
「ヒューマンスタディに関する倫理審査委員会」
の承認を受けて実施した．また，東北大学教育情
報学研究部研究倫理審査委員会での審査の結果，
「非該当（審査対象外）」であった．
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3．結果
3.1　知能の発達的変化の分析
表1は，男女別に各学年時の知能偏差値の平均
値と標準偏差を示したものである．性別×学年に
よる2要因の分散分析を行った結果，学年の主効
果のみが有意であった（F(5,960)=83.38, p<.01）．
多重比較（Holm 法，p<.05）によれば，連続する
学年間では，2年と3年の間以外は有意差が認めら
れた．図1に示す通り，1年～ 4年にかけて漸次的
に上昇，4年～ 5年で有意に低下，5年～ 6年で有
意に上昇した．6年は4年よりも有意に高く，もっ
とも高い値であった．
3.2　知能と学力の関連性の分析
⑴知能と学力の相関
知能，国語，算数の各偏差値相互の関連性をみ
るために，男女別に各学年時の相関係数を算出し
た．表2に示す通り，知能偏差値と，国語偏差値，
算数偏差値の間には，男女ともに全学年時で有意
な正の相関が見られた．各学年時での相関の強さ
は，性別・教科に関わらずほぼ同程度あった．ま
た，学年進行に伴う変化のパターンも同様で，図
2に示す通り，3年以降，相関は強まるようであっ
た．さらに，国語偏差値と算数偏差値の相関（表
2）は，性別にかかわらず6年間一貫して0.6以上で
推移し，比較的強かった．以上から，以下の分析
では男女を込みにし，学力は算数偏差値と国語偏
差値の平均値とした．
表1　男女別の各学年時における知能偏差値の平均値（M）と標準偏差（SD）
図1　男女別の知能偏差値の変化
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表2　男女別の各学年時における知能偏差値，国語偏差値，算数偏差値の相関
図2　男女別の知能偏差値と国語偏差値，算数偏差値との相関の変化
⑵学力が知能に及ぼす影響
丹藤（1989，1992）で示唆された学力に及ぼす
知能と過去の学力の影響を検討するために，各学
年の学力偏差値（2年生以上）と同学年の知能偏差
値，前学年の学力偏差値の相関を算出した．その
結果，表3に示す通り，すべての学年の学力偏差
値と同学年の知能偏差値及び前学年の学力偏差値
との間には有意な正の相関が見られた．これに基
づき，各学年の学力偏差値を従属変数，同学年の
知能偏差値と前学年の学力偏差値を独立変数にし
て重回帰分析を行った．なお，多重共線性の確
認のため，独立変数間の相関と各独立変数の VIF
（Variance Inﬂation Factor）を算出した．VIF が5を
超える場合，多重共線性が疑われる（山際・服部，
2016）．付録にある付表2.1の通り，各学年の知能
偏差値と前学年の学力偏差値の間には有意な正
の比較的強い相関が見られたが，付表2.2の通り，
VIF はすべて5未満であった．よって，多重共線
性を考慮した解釈を行う必要はないと判断した．
標準偏回帰係数を見ると，表4に示した通り，
いずれの学年の学力偏差値に対しても，同学年の
知能偏差値と前学年の学力偏差値が有意な正の影
響を及ぼしたが，前学年の学力偏差値の方が，同
学年の知能偏差値よりも影響力は強かった．
また，松崎（2009）で示唆された知能に及ぼす
学力の影響を検討するために，各学年の知能偏差
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値と前学年の知能偏差値，学力偏差値との相関
を算出した．その結果，表5に示す通り，すべて
の学年の知能偏差値と前学年の知能偏差値及び学
力偏差値との間に有意な正の相関が見られた．こ
れに基づき，各学年の知能偏差値を従属変数，前
学年の知能偏差値と学力偏差値を独立変数にした
重回帰分析を行った．なお，付表2.3の通り，各
学年の前学年時の知能偏差値と学力偏差値の間に
は有意な正の比較的強い相関が見られたが，付表
2.4の通り，VIF はすべて5未満であった．よって，
多重共線性を考慮した解釈を行う必要はないと判
断した．
標準偏回帰係数を見ると，表6に示した通り，
いずれの学年の知能偏差値に対しても，前学年の
知能偏差値と学力偏差値が有意な正の影響を及ぼ
したが，3年生を除き，知能偏差値の方が学力偏
差値よりも影響力は強かった．
表3　各学年の学力偏差値と同学年の知能偏差値，前学年の学力偏差値の相関
表4　各学年の学力偏差値を従属変数，同学年の知能偏差値と
　　　前学年の学力偏差値を独立変数にした重回帰分析の結果
表5　各学年の知能偏差値と前学年の知能偏差値，学力偏差値との相関
表6　各学年の知能偏差値を従属変数，前学年の知能偏差値と
　　  学力偏差値を独立変数にした重回帰分析の結果　　
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4．考察
本研究では，小学校6年間における，①知能の
動揺性，②知能と学力の関連性について検討した．
まず，知能の発達的変化については，性別にか
かわらず，1年～ 4年にかけて漸次的に上昇，4年
～ 5年で低下し，5年～ 6年で再び上昇した．先行
研究で示唆されてきた知能の動揺性を支持する結
果であった．
今回の結果では全体的には上昇するという発達
軌跡を示したが，これは，毎年，知能検査を受
けることによる練習効果の可能性も捨てきれな
い．しかしながら，先行研究でも見られた4年～
5年での低下が再現されていることから，練習効
果だけでは説明することはできない．9歳あるい
は10歳で認知能力が質的に変化すること（渡辺，
2011）が，少なからず影響している可能性が考え
られる．なお，学年間の相関は男女ともに比較的
強く，また，学年が上がるにつれ強くなる傾向に
あった．
次に，知能と学力の相関関係の発達的変化をみ
ると，性別及び教科にかかわらず3年生以降，相
関は強くなる傾向にあり，先行研究と同様の結果
であった．このことから，学年進行に伴い学力と
知能の相関関係が強まることは頑健な現象である
と考えられる．
知能と学力の相関関係については，さらに，丹
藤（1989，1992）が示唆した，ある学年の学力は
知能よりも前学年の学力に規定されるかどうかを
検討した．重回帰分析の結果，どの学年の学力に
対しても，知能よりも前学年の学力の影響力が強
く，先行研究を支持するものであった．
また，松崎（2009）が示唆した，ある学年の知
能は前年の知能だけでなく学力によっても規定さ
れるかどうかについても検討した．重回帰分析の
結果，どの学年の知能に対しても，前学年の知能
とともに，学力も一定の影響力があり，先行研究
を支持するものであった．
以上から，小学校6年間を通して，児童の学力
と知能は相互に影響し合いながら形成されていく
と考えられる．
付記
本稿は，第1著者が，都築・相良・宮本・家近・
松山・佐藤 (2013) において担当した部分（データ
の統計的分析，結果の記述と図表化）について，
新たな視点から再検討を行い，新たに書き下ろし
たものである． 
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Fluctuation of childhood intelligence and its correlations with academic ability
based on longitudinal data from an elementary school
Tomohiro MIYAMOTO*,  Naoki KURAMOTO*
ABSTRACT
*Institute for Excellence in Higher Education, Tohoku University
Previous longitudinal studies have suggested that intelligence in elementary school children ﬂuctuates depending on 
the school grade it is highly correlated with academic ability. However, some of the evidence for this conclusion has 
been obtained approximately 50 years previously. Therefore, the idea was reexamined using longitudinal data collected 
through intelligence tests and standardized achievement tests recently administered to children at an elementary school 
(N=194). The results are indicated below: (1) intelligence ﬂuctuates depending on the grade, (2) the correlation between 
academic ability and intelligence increases as the school grade advances, (3) academic ability in a certain grade is 
more aﬀected by academic ability in the preceding grade than by intelligence, and (4) to a certain extent, intelligence in 
every grade is aﬀected by intelligence in the preceding grade, as well as by the academic ability. The above results are 
identical to those of previous studies, and therefore these phenomena are considered robust.
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